







































































H24 地域協働研究（地域提案型 ･ 前期）
RC-04　「復興支援活動における行政と民間の協働の在り方に関する研究」
課題提案者：一般社団法人東日本絆コーディネーションセンター、研究代表者：総合政策学部　准教授　西出順郎
研究メンバー：三浦陽子、佐々木伸朗、田村直司、福田利喜、川村和寛（東日本絆コーディネーションセンター）
＜要旨＞ 
　本研究は復興支援活動における行政と民間の協働の在り方を探るものである。東日本大震災では通信網がマヒしたが、
調査団体の 8 割が連携を行っており、今後は事前に自治体と共同で支援活動団体版ガイドラインを策定することが望ま
れる。また、調査では「資金不足」と「組織マネジメント」を課題に挙げる団体が目立った。これらを解消するために、
組織の基盤整備支援機能を持たせたファンドの設立を提言する。
②　NPO法人　いわて連携復興センター
・市民団体がまとまっていると復興庁も対応しやすい。
・復興基金の意思決定は行政に任されている。議会を
通さない基金を自分達で作りたい。
・地域の担い手、人材育成の仕組みが必要だ。
・最低限の人件費がないと人材を集めることが難しい。
・NPOに対する「労・総・経」の継続的な事務指導
および関連した支援が求められる。
・NPOと行政の付き合い方を再検討する必要がある。
③　NPO法人遠野まごころネット
・行政と民間団体が情報共有する仕組みが必要。
・人材が安定したものではない。
・被災地に変化がないと報道されないが、変化がない
ときほど目をむけなければいけない。
・行政に過度に依存しない組織運営のため、新たなビジ
ネスモデルを模索。継続的な支援活動のため「慈善事
業的活動」から「ビジネス的活動」へ移行したい。
・ボランティアの受け入れの仕組みをより充実させる
必要がある。
④　大槌北小福きらり商店街「大槌きらり駅」
・人を繋ぐことが新たなアイディアを生み出す。
・受益者にとって一番いい結果をもたらす支援の仕方
を重視する。
・自分達は「黒子」、主役は「地域住民」である。
・人が集まるところにお金も集まる。宿泊所の設置で
地域経済に貢献する。
⑤　大槌町復興局
・仕組みづくりを大事に取り組んでいる。
・「支援漬け」にしない配慮が必要。
・プロパー職員を前面に出し、情熱をもって事業に取
り組むことが、地域の気持ちも盛り上げる。
・街づくりを住民と取り組むにあたり、住民と場を
コーディネートする人材がいない。
・現在の課題は、緊急期と違って、ほとんどは震災以
前からあった課題。これに向き合い、解決していく
には、行政も住民も既存の意識では解決できない。
・ITを活用した在宅就業支援の取り組み。
⑥　NPO法人カタリバ　コラボ・スクール
・大学に進学すると地元を離れざるを得なくなる。郷
土教育が必要だ。
・震災から5年は続ける方針。
・「広報」をきちんとすることで、なんとか運営の目
途が立っている。
・母子家庭が多い土地柄なので、子供が通うことに
よって、母親が安心して仕事ができるようになっ
た。
・無料だったサービスを有料化する予定で、利用者か
ら理解が得られている。
・地域にどのように引き継ぐべきかを検討している。
・小学生を指導できる人材を定期的に派遣してほしい。
⑶　シンポジウムの要旨
　復興支援活動団体に対するアンケートならびにヒアリ
ングから得られた情報を踏まえ、有事における団体間の
連携の在り方を模索すると共に、変わりゆくフェーズに
焦点をあて、今後予想される局面に対し、どのような支
援策が必要なのかを探り、今後の復興支援活動に資する
提言を行うべく、下記の通りシンポジウムを実施した。
４　政策提言
1.　情報共有と連携のための仕組みづくり
①　支援活動団体版ガイドラインの策定
　通信手段が断たれたことにより、支援の偏りや非効
率な活動が目立った。組織的により効果的な支援を展
開するためには、事前に初動について共通認識が必要
である。行政にも共通認識を持ってもらうため、市町
村も参画して、支援活動団体版の防災マニュアルを整
備することが必要である。
2.　支援活動団体の課題と対策としての施策
① 「市民が支える市民のための市民活動」の実践
組織の基盤整備支援機能を持たせたファンドの設立
　課題として資金不足を挙げる団体が多く、不安定な
活動につながっている。支援活動団体は「外部に認知
され理解されること」が資金調達につながるという認
識を持ち、効果的な発信方法を学ばなければいけな
い。
　一方で、助成を行うためのファンドも必要である。
先に述べた能力を団体に磨いてもらうために2つの助
成条件を提案する。まず1つは、先ほども述べた最低
限の情報発信力、もう1つは、助成を受けた際の事務
を滞りなくこなせるマネジメント力、この2つを備え
ていることである。また、ファンドは、助成するだけ
でなく、この２つを指導・支援する機能を持つことが
重要である。
②　震災の風化の防止と防災意識の醸成
震災情報のアーカイブを利用した防災教育の展開
　震災の記憶の風化が急速に進む中、震災関連情報の
アーカイブ化は進んでいる。蓄積された情報も、単に
蓄積しているだけでは、やはり震災の記憶の風化は進
んでいくであろう。これを防止しつつ、防災意識を高
めるためには、小学生や中学生の授業に防災教育を組
み込み、ここで蓄積した情報を使用することが必要で
ある。
日　時：平成25年2月26日（火）13：30～16：30
場　所：プラザおでって　おでってホール
テーマ：災害時における連携の必要性とその仕組み、
　　　　これからの支援活動に必要な施策とは
